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むつ市の概要

むつ市行政区域 Ａ＝864.16平方キロメートル

むつ都市計画区域（非線引き都市計画区域）
Ａ＝158.21平方キロメートル（18.3％）
地先公有水面含む

恐山

むつ市人口 61,066人
都市計画区域内人口

54,222人（人口比88.9％）
むつ地区用途地域内人口

29,002人（人口比47.5％）

大畑地区

むつ地区



むつ市都市政策課

3

むつ市の概要 人口

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

人口 67,022 64,052 61,066 58,055 55,074 51,809 48,419 45,014 41,599
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人口将来推計 2010年（Ｈ22） 61,066人

2040年（Ｈ52） 41,599人

31.9％の減少率

2010

年

2015

年

2020

年

2025

年

2030

年

2035

年

2040

年

65歳以上 25.4% 30.1% 34.1% 36.4% 38.1% 39.8% 42.1%

15～64歳 61.2% 57.7% 54.8% 53.3% 52.2% 50.7% 48.4%

0～14歳 13.4% 12.2% 11.1% 10.3% 9.7% 9.4% 9.4%
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年齢区分別比率将来推計

2010年（Ｈ22） 25.4％

2040年（Ｈ52） 42.1％

65歳以上人口が
4割以上

高齢化率
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立地適正化計画の策定を決定

立地適正化計画の策定へ
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そうならないように
人口減少社会においても今ある“まち”が暮らしやすいまちである
ために、公共交通、インフラ、公共施設、そして市民も含めた土地
利用に対して、少ない財源の中でも都市経営が可能となるように
まちづくりを進めて行く必要がある。
そのためには積極的な施策展開が必要。
都市計画手法がたくさんある中、無策のままではいけない。

人口減少に伴う大幅な歳入の減
高齢化社会による社会福祉費の増大

公共施設の老朽化による維持管理更新費の増大
人口密度低減による空き家空き地の増大

人口に対する過度な市街地の広さによる維持管理費のコスト高
既存商業施設等の閉店・撤退

収入＜支出＝赤字
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地域強靭化計画

人口減少対策に特化した
まちづくり

まちづくり

まち・ひと・しごと総合戦略

新保育再編計画

教育プラン

障害者計画及び福祉計画

子育てプラン21

保健計画「健康むつ21」

都市計画マスタープラン

公営住宅ストック総合活用計画

防災関係計画

etc.

長期総合計画

公共施設等総合管理計画

立地適正化計画
整合する

都市再生法上
都市マスの一部

人口減少に対応したまちづくりを進めて行くことが
むつ市にとって、今後の重要課題である。

そのため、各個別計画を所管する課との横断的な
取組みをすすめるため庁内ワーキンググループを
設置。
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1. 各種計画の整理

2. 人口密度の推計

3. 公共交通網等の整理

4. 医療・福祉・子育て支援・教育・文化・商業・行政等の官民問わ
ず、周辺住民の居住を支える都市機能施設（立地年次、建物用
途、面積規模）の整理

5. 土地利用にあたっての法規制状況の整理

6. 将来人口推計：平成52年（2040年）

7. 基本的な方針：目指すべき将来都市像 人口密度等定量的な目
標値

8. 都市機能誘導区域：医療・福祉・商業等の都市機能を誘導・集
約・維持するとした区域

9. 居住誘導区域：一定エリアにおいて人口密度を維持することによ
り、生活サービスやコミュニティが持続的に維持されるとした区域

10.その他 バス路線のあり方、公的不動産の活用方針 6

むつ市立地適正化計画 検討項目
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策定に向けた取組み方法について

都市政策課でたたき台を作成

ワーキンググループ ＧＬへ提示

都市政策課からＧＬへ聞き取り

ワーキンググループ会議

都市計画審議会

市民説明会

原案公聴会

案 パブリックコメント

都市計画審議会 諮問・答申

１．基本方針

２．素案

３．原案

４．案

５．パブリックコメントに対する考え方


